




































































































































































































































発電方式 廃棄物処理量 発電形態 開発主体 技術開発水準（トン／日）
従来型焼却炉方式 ＞約600 プラスチック類や食品残渣などを燃料とし、焼却により高温 大手企業 実用化
高圧蒸気を発生させ、蒸気タービンで発電
ガス化溶融方式 約200～600 廃棄物燃料を蒸し焼き状態にして可燃性ガスを発生させ、ガ 大手企業、 実用化
ス燃焼時に発生する高熱を利用して蒸気タービンを駆動 一部の大学










































































































































































"Zero Emissions envisages all
industrial inputs being used in
the final products or converted
into value-added inputs for other
industries or processes. In this
way, industries will reorganize
into "clusters" such that each
industry's wastes / by-products
are fully matched with others'
input requirements, and the inte-
grated whole produces no waste
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などがある。本章では、これら
の論点に絞って議論する。
盧大学の果たす役割
多くの大学の研究者は実用化で
きる技術の開発を目標としてさま
ざまな研究を進めているが、研究
の水準は未だに技術開発段階にあ
るケースが多い。一方、多くの自
治体は、一般廃棄物を処理するた
めに、企業が実用化したリサイク
ル技術を導入しているが、食品廃
棄物から有価ガスを取り出して発
電に利用する技術や食品廃棄物を
飼料化する技術など、現在大学な
どで開発中のリサイクル技術の導
入にも関心を持っている。これま
で、自治体が導入してきているリ
サイクル技術は、大学の成果がシ
ーズとなっているとは言い難い。
今後は、大学での研究・技術開発
では、自治体のニーズを取り込み
ながら研究を進める必要がある。
例えば、その方策の一例として、
個々の自治体が抱える廃棄物問題
の解決を地元にある大学に研究委
託するような形式で進め、密接な
協力の下で研究・技術開発に当た
ることが想定される。
盪事業化への取り組み
大学等で生まれたリサイクル技
術などの廃棄物処理技術を事業と
して成長・普及させるためには、
解決すべき二つの課題がある。第
１は、大学等での研究規模と事業
化規模には大きな差があり、スケ
ール差による技術的課題が新たに
生じることである。第２は、廃棄
物処理委託費とリサイクル品の販
売収入の合計が廃棄物のリサイク
ル処理費用を上回るような、効率
性の良い技術開発の必要性である。
第１の課題への取り組みとして
は、例えば、リサイクル技術につ
いて、これを開発した大学と事業
化に関心のある企業や自治体が連
合体を形成してフィールド試験の
規模で試行することが想定され
る。これにより、普及技術となる
可能性を確認するとともに事業化
規模で生ずる新たな技術的課題へ
の対応策を講じることが可能になる。
第２の課題への取り組みとして
は、参考事例として大型都市ゴミ
焼却施設を中心に導入されてきた
大型廃棄物燃焼発電設備が挙げら
れる。この燃焼発電設備のために
高度な技術が開発されたが、過大
な処理能力が原因となって、事業
採算性が低下したことやニーズの
ある自治体が限定されたことなど
の要因が普及の妨げになってきて
いる。これを踏まえて、NEDO、
複数の企業、大学などにより小規
模で事業採算性のとれる燃焼発電
設備（高効率小規模ごみ発電）の
開発が進められている。このよう
な事例を踏まえ、自治体の想定す
る地域での廃棄物収集計画に見合
った規模を前提条件とし、設備設
計と技術開発を推進する必要がある。
蘯社会システムにおける
位置づけ
静脈産業を社会システムの一員
として有効に機能させることも重
要である。現在は廃棄物からの再
生品を直接消費者や動脈産業にい
る加工業者に供給するワンパスの
事業形態が主流である。その一方
で、再生品を他の静脈産業の原料
やエネルギー源として供給する業
態も現れてきており、静脈側にい
る企業がネットワーク化する兆し
がある。今後の静脈産業の創生を
効果的に進めるために、自治体は
事業用地の貸与や行政手続の広報
などで研究・技術開発の支援を行
っている。これらに加えて、静脈
産業で再生された原材料が積極的
に利用されるようにグリーン証書
のような制度を国や自治体が設け
るなど、リサイクル企業を支援す
る方策が必要となる。
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